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宏などの経営者的発想をもった行政官が登場 し,戦後の革新 自治体へ と受け継
がれてい く行政の独 自性をもっていたと述べている㌔




3セクターが量質とも顕著な発展を遂げた。 しか し現実の第3セ クターは 「政
府の失敗」を解決するよりむ しろ 「市場の失敗」 〔貧 富の格差,環 境破壊,政
財官癒着の利権汚職)を 生んだといえる%つ まり第3セ クターは公共責任の
放棄 と.公共投資,公 共サービスへの利潤原理の導入すなわち民間部門の優位 と
1〕 藤 田武 夫 「日本 地 方財 政 発展.史」 河 出書 房,1949年,607ペー ジ。
Z〕 宮 本 患 一 「日本 地 方財 政 の 歴 史 的性 格 」 地 方 財 政 研 究 所,.1986年,No.9,24ペー・ジ。
3〕 宮 本 憲 一 「地 方 自治 と歴 史 と展望 」 自 治 体研 究 仕,1986年,22-25ペー ジ。
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公共性(基 本的人権の確立の保持)の 後退 を もた ら したのであ る。それゆえ今
後 の第3セ クター に求め られるのは,経 済 的効率 をあ げつつ公共性 を達 成す る
ための住民主体の地域経営である。
その点で神戸市の第3セ クター方式の都市経営 は,地 方 自治体主導で 開発利
益 を公的還元 するな ど多彩 な経営 をお こな っている といわれ ている。それゆえ
神戸市 の都市経営 の分析 を通 じ 「政府 の失敗」 と 「市場の失敗」 の問題 を.考察
す る.一つ の手掛か りを得 られるので はないか と思われ る。 しか し,こ の困難 な
課題 の解 決にはさまざまな経験,総 括 な どを蓄積 していかねばな らず,こ こで
取 り上げる神r.下市 の事例 もその うちの一つ にす ぎない。
いままでの神戸.市政研究 は二つに大別 され る。第1に 高寄昇三氏 のそれで あ
る。高寄氏 は,宮 崎市長 によって展 開された都市経営,を企業 的都市経営 と し,
「公共 デベロ ッパ ーと外郭団体 とい う二つ の戦略的手法で もって展 開され た」
とす る。 その経営姿勢 は 「開.発事業 型のデベ ロッパーの ように産業奉仕型で な
く自治体主導型であ った」5}と述べ る。つ ま り中央政府か らの 自立 と自治(団 体
自治)の 基盤 に公 共デベロ ッパ ーを位置づ ける。特 に高寄氏 は,ポ ー トアイラ
ン ドにおける221億円の売却益 な どを 主要 な柱 に して,神 戸市 の都 市経営 を評
価 してい る印。 しか し,「山を削 り海 を埋め立て る」環境破壊や港湾区域内の住
環境 の もつ 問題,閉 鎖的空間 にお ける住民 生活 の困難性 などの社会的費用は考
慮 されていない。 その意味で高寄氏 は都市経営 の市場的効率性を評価 している
4〕 宮崎市長 は都市経営 を地方自治の基本的素質の一つで あると して次 のように述 べてい る。「都
市経営は 自治体が1二か らの法令や行政指導 にもとづいて政府の委任事務を執行 してい くとか,ま
た,定 め られた枠内で形 どお りの管理 個 有)事 務 を処理 してい くのではない.都 市経営 は臼ら
の権限 と発 想に もとづ いて都市 をコ ントロー ルしてい こうとする政 策志 向性 を示す場であ り,い
いかえれば地方 自治権 の非常 に明確な活動分野であ る……r最 小 の費用で,最 大 の利潤』が企業
経営のセ オ ワーならば,「最小の.市民負担て.最 大 の市民 福祉」 が都市 経営 のセ オー とい える」
(宮崎辰雄 門都.市経 営運営論」 「都市経営 の理 論と実践」神戸都.市問題研 究所,1977年,18、19,
20ペー ジ)。
5)高 寄昇三 『宮崎市政の研究』第2巻,勁 草書房,1993年,はしが き.
神戸市 の 「公 共デベ ロ ッパ ー1と は,自 治体 自らが土 地を取得 し開 発行為 を営む ことである。即
ち,自 治体 が都市 開発の第1線 に立つ ことを意味する.
6)高 寄昇三 『現代都市経営謝 勁草吉房,198.5;f,793ペー ジ。
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と思われ る。
それ に対 し宮本憲一氏は,公 共デベロ ッパーの負 の側面 と して,イ ンナー シ
ティ問題や住民参加(民 主主義)の 不十分 さ,環 境破壊 などを取 り上げ,以 下
のよ うにのべてい る。「ス クラップアン ドビル ド型 の神戸 方式 は必ず旧市街地
の衰退 すなわち イ ンチー シテイ問題 を ひきお こす欠陥 を もっている」 「都市経
営 はテクノ クラー トによ る官僚的 な市政 を生み だす危険 を もっている」 「東京
湾や大阪湾は地価上昇 もあって,依 然 として埋 め立 てをつづ けてい る。 しか し,
地球規模の環境 保全 が人類共通 の最高 の政治課題 とな って きた今 日,自 然破壊
をや め自然 の保全 ひいては 自然 の再生 をすすめ る市政への転換 が もとめ られ る
ので はないか」ア:乏批判す る。つ ま り宮本氏 は,都 市経 営の市場 的効率性 の負 の
側面 と して公共性が犠牲 にされている ことを主張す るわ けであ る。
しか し神戸 市の 「自治体 官僚主導 的経営」 について は両者 ともニュ アンスの
違 いはあれ評価 してい る点で共通 してい る8)。だが この点を検討す る うえで,
最 も必要 な論点,す なわち,神 戸 市の都 市経営の システムが,い つ,な ぜ,ど
のようにして形成されたのか,そ の理 由,.背景 については これまで十分検討 さ
れ てはいない ように思 える。.
確か に神戸市の元収 入役安好匠氏 は,神 戸 市の都市経営動機 につ いて 「政令
指定都市のなかで,神 戸市 の市税収入 は低 く,特 に法 人市民税 の収.入が低 く,
したが って神 戸市 の経 済.界もその基 盤 が弱 く,行 政 主導 型へ の期.待があ っ
7>宮 本憲一 「都 市経営の総括一 『都 市政策」 第59号,神戸都市 問題研 究所,1990#,13～14ペ・ー
ジD
8)宮 本憲一 「都市経営 の総括」 「都市 政策』第59号,神戸市 都市 問題.研究 所,1990年,6,7
ペ ージ。
宮本憲....・氏は神戸市の 自治体 室導的経営 を次 のよ うに評価ず る。神戸市 は内の都市開発事業全
体 の約隔0%をしめ る最大のデヘ ロッパーであるが,埋 立地 を 「原価.で なくで きるだけ時価で売
るという神戸方式 は大阪府よ り数段上 の経営 をおこってい る。時価売却 による開発 利益 の捻 出は
一般 会計の財源 としてだけでな く 「汚職 防止」 の意味 もあ るなどと述べてい る.
確か に神戸II測.政の神戸経 済に占める割合 は他.都市と比べ非常 に高い,例 えば1990年度の(一
般会計歳出額 プラス特別会計歳 出額プ ラス.企業 会額)は 同年 の市内純生産 に占める割合 は,横 浜
市で22.ア%.大阪市で15.3%であ るの にたい し,神 戸市で は28.7%となってい る。 これ は企







しか し都市経営 は一朝一夕 に実践 で きるはず はな く,開 発技術や経営能力な
どの蓄積が必要 とされ る。それゆえ神 戸市 の都市経営 の基 本的特徴であ る 「自
治体官僚 の主導性」 と開発利益 の公 的還元 システム形成の理由,背 景について
.の分析 は,現 代 および今後 の都 市経営の在 り方を考察する うえで も必 要不可欠
な作業で あ る。
持 田信樹氏 は,都 市経営 の背景 を 「大都市間競 争」に求めている。す なわ ち,
「都 市が市営事 業を競 って買収,創 立 した背景 には.地 場産業の振興 と産業基
盤整備 のための 『都 市計画』 の財 源捻 出 とい う経済 的要求 が根 強 くあ った」。
そ して 「明治維新以来の文 明開化 と殖 産興業 は 日本 を都市化」 し 「中央 と地方
の文 明生活 の格差」 を拡大 した。 この ような 「『文明の分配」 要求が 『地方』」
か らだ けでな く 「都 市においてす らも 『大都市 間競争』 とい う形で現れ る」1。}。
その競 争に優位 にたっため に,都 市 は都市経営 をお こなった とす る。つ ま り持
田氏 によれ ば 「都 市間競争」 の主体 は 「都市 自治体」1リ,その 目的 は 「文 明の
分 配要求」であ り,両 者 を媒介す る ものが市営事業 とい うことにな る。 しか し,
い うまで もな く都 市 は自立 した経済 団体で な く国内的,国 際的な連環の中で位
置づ けられ るべ きであ る。た とえ都市が市営事業 を経営 した として も,そ れだ
けで経 済キ体 とはい えない。都市 には利潤 を目的 とす る企業や財やサー ビスを
消 費す る家計な どさまざまな経 済主体 が存在 してい るか らで あ る。「文 明の分














ある。特に戦前の場合,地 方では鉄道施設誘致運動や鉄道 と村落を結ぶ 「停車
場道路」建設要求にみられるように,経済,文 化の.発展か ら取 り残されまい と
















1868年1月 の 開 港 に よ り,そ れ ま で 一 寒 村 に 過 ぎ な か っ た 神 戸 ほ 近 代 都 市 へ
の 歩 み を 開 始 す る 粒 、 港 湾 開 発 に は,桟 橋,波 止 場,突 堤,防 波 堤 な ど の 直 接
12)大石嘉一郎氏 は,論 文 「日清(戦 後経営)と 地方財政」 で,日 本資本主義 の確立 をもた らす 日
清戦後経営につ いて 「軍備拡張,製 鉄所 建設,鉄 道電信 〔および外 国航路)の 拡張は国家財政の
課題 とし,般 的農工殖産 とその産業基盤の育成は,金 融と地 方財政 に分担せ しめ ようとす るも
のであ った」 と把握 した 〔大内力編 「現代資木.仁義 と財 政金融.2,地 方財政」東京大学出版会,
1976,472-473ペー ジ)、.これ をうけて有泉貞夫氏は,地 方財政 に押 し付 け.られた戦 後経 営の
分担課題は,経 済,文 化 の発展に取 り残 されず,む しろ競 争で優位 に立 とうとす る地方の利益欲
求を機 動力 として遂行 され ると分析す る 〔:有.泉貞夫 「明治政治史の基礎過程』吉川弘文館,1980
年,244-248ページ)。
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的施設 の建設 と河川の付替,運 河の開削,埋 立地 の造成 などの間接的施設の造
成が ある。い ままで古い港湾が,河 川の流砂で埋没 し衰退 してい った ことを考
えれば,後 者の開発 は重要で,そ の多 くは大規模 な土木工事 を必要 とした。大
阪が港湾 に巨費 を投 じて も年々埋没す るのは,淀 川 の流砂 と地盤沈下のためで
あ る。神戸 には大 きい河川が な く,流 砂で埋没す ることは少な く,ま た地盤 も
岩盤の上に精系Ill性の明石層が 乗ってい るため地盤沈下 も激 しくない。東洋.一の
自然の良港である所以で ある。 しか し,そ れで も神戸港 の整備のために生 田川
(1871年竣工),湊 川(1901年竣工)の 付 替 えを行 ってい る。港湾 施設 は産業
資本が勃興す るまでは,貿 易 も僅かで大規模 な ものが必要 とされなか った。 し
か し,1889年の市政施行,日 清戦争 を契機 に海 陸運輸 の要 と しての港湾が,わ
が 国の貿易経済 に及ぼす影響 と役 割が きわめて大 きい ものとなった。企業や営
業者 そ して労働者な どの集中,集 積 も著 しく,1898年にはの貿易総額 は開港時
の約25倍,人 口 も約10倍と増加す る。 しか し,政 府 は,財 政 を富国強兵,殖 産
興業 に集 中 し,「地方 自治体」 も港湾開発を計画 し経営 す る能力 も財源 も有 し
てい なか った1%そ れゆ え公共事 業で あるべ き港湾事業(間 接 的施設)も 民間
企業 によって開発されるのである。表1の ように,こ の時期の港湾開発事業 は,
民 間企業主導に よって行 われている。 ここで は,大 規模⊥木.1事を民 間主体で
お こな うのか公共主体でお こな うのか をめ ぐり論争が くりひろげ られた湊 川付
替事業を と りあげ,「開発利益の公的還元 システム」 の源流 を明 らか に したい。
13)AdamSlnis,77teWealthj.N2如臓ModernLibraryEd,RandamHouse,NewYolk,1965,
TIP.田(アダム ・ス ミス著 『諸国民 の富」1:1),岩波文庫,大 内兵衛,松 川七郎,125-128ペー
ジ)「水運 によるほ うが,陸 運だけで提 供 しうるよりもい っそう広 大な市 場をあらゆ る種類の産
業に開放 するように,あ らゆ る種類の産業が 白熱に細分 され改 善され は じめるσ)もまた,沿 海方
面や航行可能 な河.川の岸 にそ ってであ って……陸運以外 の交通 の便 というものがな にもなか った
ならば……世界 の遠隔議地方のあいだに も,ど のよ うな種類 の商 業 もほとんどまった く存在 しえ
なかったであ ろう」 として,港 湾の 市場拡 大,文 明化における役割 を評価 してい る。
M)わ が 国の最初の港湾政策 といわれ る 「道路橋梁河 川港湾等通行銭徴収 ノ件」(1871年)の起草
に関係 した石 月省 ・郎(後 初代内務省土木局長)ば,こ の布告 の趣 旨を 「政府 ぱ金が ないか ら民
間の資本 を動員す るための呼 びかけだ と言い,何 で も施 設さえで きれ ばよいのだ と」答えている
〔寺谷 武明 『日本港湾史論序説」時潮社.2..一5ペ ジー).当時の神戸市 会 も帝国議 会 と同様,
経 費節減,民 力休養1:減税)論 に傾いていた(『神戸市史』歴史編N,距 ～衡 ページ)。
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表1神 戸 ・主 要 埋 立事 業 と施 工 者(1900～1910年代)
施行音名 面積(平米) 竣功年 用途別 地名 ・場所
兵 庫 運 河 ㈱ 30,278 190〔} 工場 かるも島など
神 戸 市 11,880 1900 港湾施設 浜辺町
川 崎 造 船 所 17,593 1902 工場 東川崎町
湊 川 改 修 ㈱ 136,380 ユ905 工場,宅地 東川崎町,東 出町
葺 合 港 湾 99,330 1910 工場 真砂通,南 本町
三 菱.倉 庫 49,830 1910 港湾施設 東川崎町
神 戸 市 303,059 1913 港湾施設 新港町,第1期 工事
東 京 倉 庫 116,507 1913 港湾施設 高浜町
東 神 倉 庫 34,650 1918 港湾施設 浜辺通




当時,市 中心部を流れていた旧湊川 は,た びたび氾濫 し流出土砂 は神戸港 内
に堆積 し,神 戸港 の機 能低下 をひ きお こす恐れが あった。 「神 戸築港 は湊川付
替 えか ら」 といわれたほ どで あった。 さらに洪水の危険 と東西の交通 の障害 を
取 り除 く必要があ った1%
地元の市民有志は,湊 川付 替えを政府 に国費で行 うことを要請 したが聞 き入
れ られず,神 戸財界 の実力者で ある小曾'根.喜一郎L6〕ほか30名が,湊 川改修 会社
を設立 し事業を 自費でお こな うので ある。 そのかわ り,廃 川敷お よび工事 か ら
で る上砂 を使 って造 る約7000坪の埋 立地を無償譲渡す るよう要求 した。つ まり,
これ らの.L地を宅地開発 し開発利益 をあげるこ とを目的 としたのであ る。 この
時期 の他の プロジェ ク トも同様の発想で,.各種民 間会社が宅地経営や工場 用地








他方,湊 川付替 え事業 において,市 自らが公共 デベ ロ ッパー として事業をお
こない,廃 川跡 を宅地経 営す るな ど して開発利益 を生みだ し,港 湾修 築な ど産
業基盤 の財源 に充て る主張が,市 民 のあいだで なされた。1896年神戸 市会は,
この事業 を湊川改修 会社 がお こな うことを可決す る。 しか し,当 時築港運動 の
リー ダー的存在 であ った草鹿 甲子太郎]7}などの民 間人数名が 「湊川付替 え同盟
会」 を結成 し,民 間事 業でお こな うこ とに異議 を唱え るので あ る。彼 らは,
「我,神 戸 市の将来,我 国第一の要港外国貿易 の中心た るべ き地位に在 り,是
を以て今後,着.々 と公共 的必要の事業 を興 し,基 本財 産を作 る」必要があ る。
現 に 「水道 敷設,市 区改正,下 水疎通,港 湾修築等」の事業 が押 し寄せ て来て
い る。「近来,土 地の価格非常 に騰 貴 して,こ の事業 の如 きは非常 の利益あ る
こと確 実」 であるため 「彼此共 に市の公共事業に帰 し,こ れを補 うを得ば,全
市公:共の利益 これ よ り大 なるはな し」 と主張 す る。「市 内の公共的事業 にして
而か も確実 なる利益 あ るものを少数 人の為 に横 奪せ られん とす る」,その利益
額 ば 「幾百万円を得 るにや至 らんや」 と,私 企業に利益 が独 占されるのを批判
す るのであ る。つ ま り彼 らの主 張 は,神 戸 市 の発展 は神戸 港開発 を中心 に,
「公 共 的必 要の事 業 を興 し基本財産 を作 る」L旦}ため,神 戸市 が公 共事 業の主体
とな り開発利益 を取得すべ きであ るとする。 しか し,彼 らの主張 の背景 には,
次 の ことも.考えられ る。湊川改修 は,か な り以前か ら問題 になっていたが,大
規模土 木事業であ ったため,当 時の神 戸財.界の実力 では十分対応で きなか った。
そ こで土建業.者で政 商の大阪財界の藤田伝 三郎,鴻 池善右衛 門 〔両者 とも大阪
築港義社の計画の大物)な どが,こ の事業 を着眼 し具体的提案 を出すのである。


































港湾間競争あるいは都市間競争を通 じ,港を整備近代化 してい くのである。 こ
の背景を持田信樹は,『東京の 「帝都」化政策が,1888年.市区改正条例を契機
に本格化 し,都.市間の格差が発生し競争が先鋭となったこと劃 に求めている。
19)村 田誠 治編 輯 『神 戸1瓶巷30年史 」1966年,201ペー ジ。
20)北 見 俊 郎 『港 湾 都 市』 成 山 堂 書 店,1993年,75ペー ジ。
ワ神戸市都市経営の ・考察〔1)(459)71
しかし 「都市間競争」の基底には,資 本間競争があ り資本 ヒ義の発展 と官僚
機構の関係 も無視で きず,こ れ らを考慮 しなが ら以下分析を進 めていきた
い。

















代化は,大 阪を生産拠点 とする綿紡績業と深 くかかわっていたのである。輸入
綿花 と輸出綿は神戸港を中心におこなわれ,神 戸経済はその貿易により繁栄 し,
綿などの輸出入取引で大阪港との格差を拡大させるのである。
したがって神戸港は,大 阪の繊維産業における産業資本の確立を土台にした
21)都ll「間競 争.につ いては,持 田信樹 「口本における近代的都市財政 の成立に)」東京大学社会科学
研究所,第 茄巻63号,1985年,のちF都 市.財政酬1月:究』 東.京大学出版 会]993年に再録。
2ビ)神戸税関r神 戸税 関沿 革略 史.11931年,169-189ページ。
?72〔460)第155巻 筆5・6号
「産業革命」港 として位置づ けられ るヨ㌔
そのため港湾機能 の拡充 は政府,大 阪の綿紡績業者,神 戸市政 にとって焦眉
の課題 となるので ある。特 に人防波堤,公 共埠頭,鉄 道 引 き込み線,倉 庫,道
路な と近代 的な海陸連絡機能 を完備 した大 規模港湾 の開発が要請 されて くる。
以.ヒのよ うに神戸 は大阪 を中心 とす る紡績 業の発展 と深 く結 びつ きなが ら,原
綿輸入港,綿 製品輸出港 として飛躍 し両.都市が パー トナーと して.互い に発展す
るのであ る。 しか し大阪 と神 戸は貿易港 として の発展 をめざ し,競 合 関係 に進
展 してい く。 この ことが両都 市の都市 行政や経 済活動 に大 きな刺激 を与 え 「成
長」のための活力 になってい くのであ る。神戸港 と大阪港が競 争関.係に立つ よ
うになるのは,輸 出入貨物 とその相手国が類似 しているか らであ った。表2の
ように神戸 港の貿易 は,イ ン ド,.清国 などか ら原料を輸 入 し,且 つ これ らの国
に製品を輸出す る構造 を有 していた。大阪 も日露戦後,工 業が ます ます発達 し,
これに要す る原料(主 に綿花)の 輸入が増加 する ことにな る。特 に中国が960
万円,朝 鮮840万円,英 国領 イ ン ド470万円 とおお きな.額を示 してい る。1904年
の大阪築港 開放の結果,外 国貿易船 が直接大阪 に寄港す るようにな り,従 来神
戸港 に陸揚 げされていた英国領イ ン ドか らの綿花 は,大 阪港で陸揚 げ され るこ
とになる。主要 な輸出貨物は,綿 織 糸,綿 布で,こ れ によ り大阪が綿業 都市 と
して発展す る。相手国は,1907年,清国(2800万円),朝 鮮(1900万円),関東
州(900万円)で あ っだ%
23)口露戦後,当 時,大 蔵大臣であった阪谷 は,1906年§月1ア日付け 『神 戸新聞」 で次 のよ うな趣
旨の ことを述べ ている。 「冗来命の脳裏 には東京,京 城,奉 犬,北 真 間の交通時間は 人力の為 し
能ふ最小限度にまで短 縮す るの目的 を以て内地の海陸運輸 の機関 を改造 し其間におい て大阪 は大
工業地 として各種の工 業を集合 し神戸港 には人力の為 し能ふ最 ヒ便利の海陸連絡 の設 備を完成せ
ん とするの考案 を有せ り」.こ のように神戸港 を位置付 けた背景には、 神戸港 の貿易構造が清国
を中心 とした アジア諸地域か ら原料 を輸 入 し,それ にもとづいた工業製品地域 に輸出する加工貿
易型であ ったか らである,さ らに対清国貿易 は圧倒的な出超関係にあ った 〔『神戸税関沿革略.史』
203-205ペー ジ〉ひ世 界資本主.義列 強が清図の植民地 支配を強め上 うと してい るとき,]本 資本
主義の活路を,生 産費,運 賃 の減少 に求め たといえ る。つ まり,日 露戦 後において,ア ジア地域
で欧米諸.列煙 との'」商工業 戦.争'1に打 ち勝つ ため には 「港湾 改良」 が不可欠で あった(内 海孝
「神戸の歴史17号,1982制





順位 輸 出 輸 入
1 清 国 23,835綿織糸,生 金巾,燐 英 領 45,580 繰 綿,米,銑 鉄,麻
寸,銅,製 糖 イ ン ド 類
2 北 米 16,326帽 子,真 田,花 筵, イギ リス 40,161硫 酸 ア ンモ ニ ア,羅
合衆国 茶,米 紗,紡 績 機,汽 船
.3 香 港 12,488綿織糸,燐寸,銅 北 米 24,583繰 綿,小 麦,鉄 筒 及
賜,綿.メ リヤ ス 管,発 電機.及電動機
4 イギリス 11,278, 銅塊及錠,真 田,貝 ドイ ツ 20,505鉄 糸等,生 織 糸,ア
釦,魚 鯨油 ニ リ ン,染 料,人 造
藍
5 英 領 7,284綿 メ リヤ ス 肌 衣,燐 清 国 18,809繰 綿,油 類,豆 類
イ ン ド 寸銅坑及錠,樟脳
『神戸税関沿革略史』210～212頁より作成
明治後期 は,神 戸市 の港湾 開発政策で重要な時期 であ った。1897年,大阪港
が市営事業 として開発 され,1906年には横 浜港 がわ が国初 の 「国市共 同経営」
方式 によって開発が されていた。神戸 市の港湾 開発 は,横 浜,大 阪港の開発に
触発 されただ けで はなく,内 在 的要因 もあ った。それ は,日 露戦争以来,海 外
か らの軍需品購入 によって輸 入貨物が激増 した結果,神 戸税関構 内が混雑 し港
湾機能 の低下 をきた していた こと,さ らに1905年に陸揚 げ後の綿花 を暴 雨風 に
よって失 う 「綿花漏損事 件」 が起 きた ことであ る。政府 は,戦 時下で の地方財
政凍結 を理 由に十分な対 策を施 さなか った。 この事態 を打 開す るため,神 戸市
が 自ら港湾開発 にの りだす ことになる25,。
当時,大 蔵省横浜 税 関長 を勤 め ていた水上浩が,神 戸市長 に就任 したのが
1906年であ った。水.ヒは従来 の陳情形態のみの運動か ら脱皮 を図 り,市 政内部
25)大阪市会 は,1896年,築港取調報告書 と ア算案を可決 したが,内 務省 は軍事上将来 に備えて配
慮 を加えるべ き旨の修正要求 を出 し,大 阪港は軍港 としての性格 をもつ ことになる。1903年には,
軍艦 が入港 して いる.(『大阪税関125年史199…94ページ1896年)。これ に対 し神戸市会で 「築港
の義 に付意.見書」建議が採択 され,こ の 「意見書一の建議者 の一 人であ る高徳藤五郎は,神 戸 築
港 の必要性 を次 のよ うに述べ てい る。「横 浜 た阪の如 きは既 に政府 の補助 を仰 ぎ滑 る とのこ とな










る地元の抵抗は大きいので,経 済的見返 りとして 「税関の収入のうちから配当
する,神戸の出した金 に利息をつけてかえす」鋤との.合意が,政 府と神戸市の
















27)1891年,市民有志 による大阪築港研 究会が発足 し翌年,鴻 池善右衛 門ほか400余人の連署で.市参
事会 に築港建設の急務を説いた建議 書が提 出され た.
神戸市都市経営の一考察1:1}〔463)75
価 が暴 落 し,大 阪市 の財政 は深刻 な収支不均衡 に陥 るのであ る。その後,終 期
の1915年になって財政難 を理 由に大阪市は,係 船岸壁,埋 め立て事 業な どの海
陸連絡施設設備 の中断 を余儀 なくされ る。
この財源難 は築港公債 の調達に困窮 したか らで,そ の最大要因は大阪港 開発
の進 め方にあ った といえ る。すなわ ち,「大型船入港 に不便 な遠浅の港内整備
な どに重点 をお き,主 要取 り扱い品の輸.入綿花,輸 出用綿糸布 に不可欠な倉庫,
上屋,鉄 道等陸上施設 を全 く備 えない大 阪港 開発 の進 め方 に,… …大阪本店都
市 および地方銀行をは じめ,紡 績金融 を担 った財 閥系 の東京本店銀行の信用を
得 られず,そ れ ら銀行 の市債 発行rh場への進 出を実現で きなか った ためであ
る。」劉とされる。 このよ うな財源難 を契機に台頭 して きたのが,民 間の港湾倉
庫 業であ る。三菱東 京倉庫,住 友倉庫 は,市 にかわ って残部事業の完成 を果た
すのである。住友 は第 ユ繋船岸壁 の建設 とその背 後に上屋,倉 庫の設置 を願い
出て,工 事 費278万円を20年間据 え置 き,無 利子で建て替 え支弁する代わ りに,
大 阪市 は20年にわた って住友 に港湾施 設の優先 的利用 と埋め立て地2万 坪の貸
与 とい う便宜 を与 えた。その後,大 阪商船や三井物産 などとも同 じような取 り
決 めが なされたが,そ れ らは 「公私共 同事業」 として大阪市当局,関 一によっ
て提唱 されていた。
その結果,第1.次大戦後再 開され る大阪港開.発は大阪市の 「市営」事業 とい
うよ り.,住友を中核 とす る独 占的 「私営」事業 としての性 格を強めるのであ る。
そのため港内において,料 金収入 を期待で きる公共埠頭な ど.市営施設 は,小 規
模 にな らざをえず,そ の料金 も 「企業 と して合理的基準 に立つ もので はな く,
多 くは比 隣港 との振合.上決せざ る得ない関係 に在る。唯 出入船舶貨物 に対す る









利益 の供与 に依 り,運 賃,諸 掛 りの 表3湾 事業会計(1897-1930年)
(単位万円)
低減に資 し,産 業貿易 の発展 を助長
し,市 勢の繁栄 を招来す るとい う無
形の利 益を収 むるを以 て満足せ ざる
を得 な い状 態 であ る」鋤こ とか ら,
表3の ように港湾経営一ヒ,多 額の赤
字 を生み,市 電鉄事業な どか ら補填
をあお ぐ結 果になる301。
以.L,神戸市都市経営 の特徴であ
る 「開発利益の公 的還元 システム」
の源流 は・湊川付鰍 事業 にお}ナる 都市隔 第、,巻第、号.、。9-21。頁より織
市民か らの発想にみ られる こと,そ
して.神戸港 と大阪港の特徴 を,日 本資本主義 の形成過程 とかかわ らせて,立 地
条件,政 府の港湾政策な どを中心 に考察 してきた。 しか し,神 戸 市都 市経営 の
もうひとつの特 徴である 「自治体官僚主導性」 を考 えるうえで,築 港技術 を含
む築港計画 と築港財源の調達 を誰が どのように してお こなったか を分析 す る必
要があ る。大規模な港湾事業で は,膨 大 な先行投資 のための資金が必 要であ り,
事業の成否はその資金調達 をいか に円滑 に行 うか にかか ってい るとい って よい。
これ らの問題は,次 稿 で検 討 したいと思 う。
.
支出. 設備 費等 61,210
公 債 費 46,668
ム 計 1〔}7.878
収入 事業収 入 28,031
国庫補助金 10,575
市 税 22,235





29)近藤博夫 『大阪市 の港湾 事業」都rh問題,第14巻第1号,213,214ページワ神戸 港の港湾事業
の支出合計額は約4220万円で,そ のうち国庫負担額は約2682万円(1906-1928年}であ一,た(神
戸市 「神戸開港百年史～建設縞』1970年,186,195ペー ジ)。
3① 関野満夫氏 も港湾事 業の赤字補強 のた め,大 衆課税的性格の強い市 税や大衆負担 を基盤 とす る
市電,水 道収 益か ら多額の持 ち出 しがあ ったことは,社 会資本 としての港湾の性格 から して注 目
すべ きとしている(.京都大ffY済 論叢」 第129巻第3号).
